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青森県

ファシリティマネジメント（FM）
による経営戦略

平成１６年８月２４日

（有）中津エフ.エム.コンサルティング

中 津 元 次

１．ファシリティマネジメント（FM） の効果
２．経営環境の変化とFM
３．FMの施策と事例
４．FMのための体制
５．日本のFMの課題
６．知識社会とFM
７．まとめ
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中津　元次　の　履歴書

ＦＭガイドブック作成会議・座長
日本ＦＭ協会・企画運営委員等
グロ－バルＦＭ会員
米国ＩＦＭＡ会員
米国ＩＤＲＣ会員・グロ－バルアドバイサ－
ＩＤＲＣアジア地区本部役員
ＩＤＲＣ日本支部代表

欧米
アジア

１９５８－６１：昭和電工。・川崎工場

１９６１－８４：日本ＩＢＭ・製造部門

１９６５：米国・仏国工場

１９７４－７６：ＩＢＭ・ＡＦＥ本社

１９８５－８９：
　　
　日本ＩＢＭ　不動産建設部長

１９９０－９３/６月
　ＩＢＭアジアパシフィック
　　不動産担当理事/早期退職

１９９３/７月－９５年末
　ＩＢＭアジアパシフィック
　　不動産コンサルタント

中津　ＦＭ

コンサルティング

１９９４/３月－今日

製造業 非製造業
（行政・金融・不動産・建設等）

日本

日本
韓国
台湾
中国・香港
シンガポ－ル
フィリピン
タイ
インドネシア
マレ－シア
オ－ストラリア
ニュ－ジランド
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１．ファシリティマネジメント（FM)の効果



4

公共ファシリティマネジメントの目的と機能

職員の満足と
生産性を
向上させる

公共資産・経営資
源として長期に且
つ有効利用する

ファシリティを
効率的に
運用する

住民の
満足度の向上
に貢献する

ＦＭの目的

財務・供給・品質
管理サイクル　
を回す

ファシリティに
関して公共資産
の経営を代行す
る　　

行政に必要な
ファシリティを
提供する

ＦＭの機能

公共・経営者
（首　長）　　　

　

職　員

　国　民（住　民）

生産性向　上

戦　略・計　画

評　
価　
　　
　　
　

　

ファシリティ　

運　営　維　持

プロ
ジェ
クト

  管
  理
　　
　　
　　
　

 

　国　民（納税者）

経営効率向　上

ファシリティを
通じてより高い
公共サービスを提供
する

満足度向　上

経営志向

効率志向

顧客志向

公共・公益団体のFMの目的と機能

企業・団体などの組織活動のために施設とその環境を

総合的に企画・管理・活用する経営活動
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ＦＭの標準的な業務

ＦＭ戦略・計画ＦＭ戦略・計画

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理

評評

価価

運営維持運営維持

統統 括括
マネジメントマネジメント

ＦＭ戦略
中長期実行計画

ワークプレイスづくり

施設賃貸借

不動産取得

建物建設

大規模改修

維持保全
運用管理
サービス

品質評価

財務評価

供給評価

PlanPlan

DoDo

CheckCheck

ActionAction

目標管理

FM組織体制
ＦＭデータ

ＦＭ標準・規定
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経営戦略とFM戦略

ビジョン 経営戦略

事業戦略D事業戦略C
事業戦略B事業戦略A

機能戦略

財務戦略

人事戦略情報戦略

FM戦略
FM戦略のない
経営戦略は達成されない
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ファシリティを公共財産として
経済的なコストで 財務目標

長期にわたって ライフサイクル

良好なファシリティを 品質目標

最小必要なものを効率的に 供給目標

提供すること

FM品質目標

FM財務目標

FM供給目標

・品格性
・快適性
・生産性
・信頼性
・適合性

・ファシリティコスト
・施設関係投資
・施設関係資産
・ライフサイクルコスト

・需給対応性
・施設利用度
・利用者満足度

公共ファシリティマネジメントのねらい
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ねらい

経済的なコストで

長期にわたって

良好なファシリティを

タイムリ－に効率的に

提供する

効果

施設運営費の最小化

生涯費用の最小化と
環境保全・安全性の確保

施設資産の効用最大化

利用者（住民・職員）の
ニーズに合った
ファシリティの提供

公共ＦＭのねらいと効果
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公共ＦＭの効果と施策

効果

施設運営費の最小化

生涯費用の最小化
と環境保全・安全性

施設資産の効用最大化

利用者（住民・職員）の
ニーズに合った
ファシリティの提供

施 策

施設運営費戦略
・賦課 ・電力購買方式 ・アウトソーシング等

ライフサイクルマネジメント（LCM)
・長期戦略保全
・ESCO等

ポートフォリオ（施設資産）戦略
・利用度/内部価値/外部価値の評価により
各施設の戦略的処置（統廃合/拡張・縮小/売却）

住民サービスファシリティ
・ワンストップ・インターネット等

職員の執務環境（ワークプレイス）
・電子化・知的生産性等
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県有施設効
用の最大化

施設運営コ
スト最小化

施設長寿命化
環境負荷低減

執務環境・
居住環境の
改善

社会ニーズ
への柔軟な
対応

FM
施設経営管
理の最適化

公共ＦＭの効果 （青森県ファシリティマネジメントHPより）
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２．経営環境の変化とFM
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International Institute for Management Development (IMD) 調査

（在スイス・ローザンヌ、６０ケ国対象、４分野・３２３評価項目）

1985 - 1993 1位 !!!!!!!!!

1994 3位 (1位 米国、 2位シンガポール）

1995 4位 (1位 米国、 2位シンガポール）

1996 13位 (1位 米国、 2位シンガポール）

1998 18位 (1位 米国、 2位シンガポール）

2000 17位 (1位 米国、 2位シンガポール）

2001 26位 (1位 米国、 2位シンガポール）

2002 30位 (1位 米国、 2位ルクセンブルグ）

2003 25位 (1位 米国、 2位ルクセンブルグ）

2004 23位 （1位 米国、 2位シンガポール）

日本の国際競争力
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グローバル競争力は ： 企業の収益力が鍵
企業が儲かって国・個人が潤う

グロ－バル競争と日本

グローバル競争の真の戦士 ： 国・都市・非製造業が競争の矢面

蝶と花に例えると

製造業は浮気な 「蝶」

魅力ある花（効率の良い都市）を求めて飛び移る

国・都市・非製造業は 「花」

魅力ある国・都市・非製造業とは

生産性が高くコスト競争力があること

生産性 ： 交通・情報通信・金融等の利便性・効率性

コスト ： 人件費、情報通信費、交通費、法人税

施設関連費用

************ 日本の地価、賃料、建築費は世界一 ************
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単位：百万人

出典：国立社会保障・人口問題研究所編・２００２年版「日本の将来推定人口」に基づく

●

●

●

●

総人口127.4（2004）

15-64歳 87.3（1995）

14歳以下 29.8（1955）

65歳以下 36.5（2043）

日本の人口予測：低位
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公共・公益団体のFMの課題

社会・経済環境

財政状況
・財政赤字
・国債赤字
金融＆企業状況
・不良債権
・倒産増
・失業増
行政改革
・規制緩和
・市町村合併/道州制
・地方分権
・政策評価制度
・バランスシート
人口減少社会
・高齢化
・少子化
・労働人口減少

IT化
・電子政府・電子自治体
・ワークスタイルの変化
不動産状況
・価格下落
・減損会計
・証券化
・PFI

公共・公益団体の改革

県・市町村の統廃合
・サービスの移管（自治体間）
・アウトソーシング（民へ）

国立大学の独立法人化
・２００４年

国立病院の独立法人化
・２００４年

公共・公益FMの課題

供給面
・施設の統廃合
・余剰施設

品質面
・老朽化
・機能的劣化
（IT化、バリアフリー等）
・耐震等リスク対応
・新サービス対応

財務面
・資産価値下落
・運営費不足
・改修投資資金不足
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国の形が変わる

サービスの廃止

市町村
市町村
ＩＴ化

民活
委託
ＰＦＩ
ＮＰＯ

都道府県
都道府県
都道府県都道府県
（財政再建団体？）

都道府県
都道府県
都道府県市町村
（財政再建団体？）

国
（ＩＭＦ管理？）

国

道州

市町村
市町村
市町村

市
町
村
合
併

道
州
制

ｻｰﾋﾞｽ多様化

施設のニーズが変わる

用途変更
統廃合
長期保全

施設資産の利活用/
価値向上のためには
ＦＭ施設戦略が鍵



17

施設のニーズの変化とFM施設戦略の考え方

現在余剰
顕在・潜在

将来余剰

－）人口減少による
サービスニーズ

－）電子化による
業務プロセス

－）民営化/民活化
－）市町村合併/道州制
－）地方分権（マイナス）

－）人口減少による
サービスニーズ

－）行政改革
－）定員縮減

将来付加

＋）新しいサービスニーズ
高齢化（２０４５まで）

＋）ワンストップサービス
＋）地方分権（プラス）

機能劣化

－）耐震性
－）バリアフリー
－）IT対応

現在の施設群
２００４

将来の施設群
２０２０～５０

計画保全による長寿命化
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公共・公益団体のFM体制の変遷

FMの役割

財務状況

施設のオーナーシップ
所有
使用

FMの体制

拡大経営

成長を支援
新築
建替

潤沢な資金

入居部署
入居部署

個別管理
建築主体

効率経営

改革を支援
統廃合・余剰施設の処分
長寿命化・機能改善

限定的な資金

首長（FMが代行）
入居部署

全施設を統括
戦略・ライフサイクル

工業社会 移行期間 知識社会

付加価値経営

電子行政を支援

枯渇的な資金

全施設を統括
職員・市民参加

首長（FMが代行）
入居部署
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３．FMの施策と事例
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施設運営費 ＝ 職員数 X
職員数

施設運営費
（１人当リ施設運営費）

有効面積

施設運営費

職員数

有効面積
施設運営費 ＝ 職員数 X X

施設運営費
削減のポイント

公共施設の施設運営費・評価の考え方
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FM実施以前の典型例 某社本社の階毎の1人当たり 施設面積比較

ムラ

階毎　㎡／人

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

ムダを省き

ムリを是正平均 ８．６
ムラ

N

FMを実施以前の施設群は３M（ムダ・ムリ・ムラ）の宝庫
・一人当たり面積・面積あたりコスト・１人あたりコスト
・部局等組織毎・地域単位毎・建物毎・階毎、

モグラ叩き・・・ムダを省き、ムリを是正して、ムラを小さくする
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空机率の評価と空机対策

空机率

0%

10%

20%

30%

40%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

10%（右肩上り）

5%（リストラ）

FMが行われていない企業・団体

N
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有
効
利
用

低
利
用

未
利
用

低 中 高

保 持
保 持
SLB
（証券化）

SLB
（証券化）

統 合
賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

転 用
売 却

売 却売 却

内部価値

義務的なもの
民間施設利用・不可
・本庁舎
・警察・消防
・学校

準義務的なもの
他自治体施設利用可
・図書館・文化会館
・合同庁舎/支所
・福祉施設・僻地職員住宅

サービス目的
民間・他自治体施設利用
・福利厚生施設
・都市部の職員住宅
・高額公営住宅

資
産
・住
民
利
用
度

ポートフォリオによる公共施設資産戦略

SLB＝Sale & Lease Back
貸戻付売却
証券化は売却の１手法

保 持
保 持
SLB
（証券化）

SLB
（証券化）

統 合
賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

転 用
売 却

売 却売 却

保 持保 持
保 持
SLB
（証券化）

保 持
SLB
（証券化）

SLB
（証券化）
SLB

（証券化）

統 合統 合
賃 貸
売 却
（撤退）

賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）
売 却
（撤退）

転 用
売 却
転 用
売 却

売 却売 却売 却売 却

用
途
変
更
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 ファシリティコスト 施設面積 施設資産 

戦 

略 

的 

 

・ 所有形態の変更 

・ 分散施設の統合 

・ ライフサイクルコスト

（LCC） 

・ アウトソ-シング 

・ 課金制度 

・ 委託契約の群管理 

 

 

・ 面積標準 

・ スペ-ス配分 

・ テレワ-ク 

・ ユニバ-サル 

  レイアウト 

・ 紙退治 （IT 化

とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ） 

 

 

・ 投資評価 

・ プロジェクト管理 

・ ポ-トフォリオ管理 
用途変更 

遊休施設活用・売却 

定借化＆賃借化 

証券化・PFI 

・ 建替え→改修 

 

運
営
維
持 

 

・ 運営維持費 
  水道光熱費・保守費・ 
  運営管理費・清掃費等 

 

・ 利用度管理 

  空き机 

  会議・応接室 

・ 変更管理 

 

・ 予知・予防保全 

・ 計画的修繕・改修 

・ 資産の変更管理 

 

 

 

 ファシリティコスト 施設面積 施設資産 

戦 

略 

的 

 

・ 所有形態の変更 

・ 分散施設の統合 

・ ライフサイクルコスト

（LCC） 

・ アウトソ-シング 

・ 課金制度 

・ 委託契約の群管理 

 

 

・ 面積標準 

・ スペ-ス配分 

・ テレワ-ク 

・ ユニバ-サル 

  レイアウト 

・ 紙退治 （IT 化

とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ） 

 

 

・ 投資評価 

・ プロジェクト管理 

・ ポ-トフォリオ管理 
用途変更 

遊休施設活用・売却 

定借化＆賃借化 

証券化・PFI 

・ 建替え→改修 

 

運
営
維
持 

 

・ 運営維持費 
  水道光熱費・保守費・ 
  運営管理費・清掃費等 

 

・ 利用度管理 

  空き机 

  会議・応接室 

・ 変更管理 

 

・ 予知・予防保全 

・ 計画的修繕・改修 

・ 資産の変更管理 

 

 

 

公共ファシリティのリストラ・定石集
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ファシリティを良好な状態で、長寿命化およびライフサイクルコストの最適化、環境負荷の低減
をはかるために、ファシリティの一生に着目して企画・管理を行う考え方

FCI （残存不具合率）= 残存不具合額

施設復成価格
FCI （残存不具合率）= 残存不具合額

施設復成価格
FCI （残存不具合率）= 残存不具合額

施設復成価格

残存不具合額

施設復成価格

A B C D E G H I K L

FCI ％

A B C D E G H I K LA B C D E G H I K L

FCI ％

期
首
不
具
合
残

期
末
不
具
合
残

純
増
不
具
合

修繕費累計

改修費累計

期 間

平均修繕期間
期
首
不
具
合
残

期
末
不
具
合
残

純
増
不
具
合

修繕費累計

改修費累計

期 間

平均修繕期間

施設毎ＦＣＩ ＦＣＩと修繕費
折線 棒グラフ

５％以下：良好、 ５～１０％要注意、 １０％以上：劣悪

診 断

修繕
改修

記 録

長期ＬＣ
計 画

ベンチ
マ－ク

修繕改修
実 施

修繕改修
報 告

予算配分

低い

中間

高い

不具合優先度

施
設
優
先
度

FCI
予算評価

修繕・改修長期戦略

改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中

ＦＣＩ
目標値

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

診 断

修繕
改修

記 録

長期ＬＣ
計 画

ベンチ
マ－ク

修繕改修
実 施

修繕改修
報 告

短期計画

低い

中間

高い

不具合優先度

施
設
優
先
度

FCI
予算評価

修繕・改修長期戦略

改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中

ＦＣＩ
目標値

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修

診 断

修繕
改修

記 録

長期ＬＣ
計 画

ベンチ
マ－ク

修繕改修
実 施

修繕改修
報 告

予算配分

低い

中間

高い

不具合優先度

施
設
優
先
度

FCI
予算評価

修繕・改修長期戦略

改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中

ＦＣＩ
目標値

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

診 断

修繕
改修

記 録

長期ＬＣ
計 画

ベンチ
マ－ク

修繕改修
実 施

修繕改修
報 告

短期計画

低い

中間

高い

不具合優先度

施
設
優
先
度

FCI
予算評価

修繕・改修長期戦略

改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中 改修費累計

期
首
残
存
不
具
合

期
末
残
存
不
具
合

純
増
不
具
合

修繕費累計
短

中

ＦＣＩ
目標値

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

FCI
評 価

部位毎

不具合評
価

部位毎

不具合評
価

施設優先度

ビル毎

不具合評
価

ビル毎

不具合評
価

緊急度

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

リスク毎 機能
人命安全
環境保全
快適性
延期可能

不具合評
価
不具合評
価

不具合評価
目標評価度機能

人命安全
環境保全
快適性
延期可能

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕・改修

ＬＣＭのプロセス

ライフサイクルマネジメント（ＬＣＭ）とは

マキシマム （効果、満足度、建物寿命 ）

ミニマム （コスト、エネルギ－/環境負荷、リスク ）

効果・満足度・建物寿命の最大化

コスト・エネルギ－・環境負荷・リスクの最小化

N
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在
席
率

0

50
％

100
％

7:00 21:0
0

時間
⇒

0

50％

100％

7:00 21:00時間⇒

在
席
率

業種・職種による行動特性とオフィスの形態

開発・管理系 営業・サービス系

ユニバーサル・レイアウト

テレワーク

ＳＯＨＯ

センターオフィス

顧客
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ユニバーサル・レイアウトの採用

● 組織的意義

・管理者は管理監督

・年功序列

・対面コミュニケーション

・プライバシーはない

■ スペース効率

・固定的組織単位

・ムダが多い（通路、空机）

・頻繁なレイアウト変更

島型対向

● 組織的意義

・管理者はプレイングマネジャー

・序列なし

・ネットワーク主体のコミュニケーション

・プライバシー尊重

■ スペース効率

・フレキシブルな組織領域

・ムダがない

・レイアウト変更が皆無

ユニバーサル・レイアウト
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改善前

１．各課が間仕切られている

２．フロアゾーニングが不明確

３．オフィス標準がない

４．天井から配線が下げられている

改善後

１．オフィスのオープン化

２．明確なフロアゾーニング

３．オフィススタンダードの確立

４．来訪者に親しまれる空間づくり

５．島型からユニバーサルへ

三重県・本庁舎のオフィス改善 平成１２/１３年
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戻る

・ デスクレイアウト・収納什器などの配置を変更しない

・ 人事異動・人員の増減・組織の改編の都度行っていた

デスクレイアウトの変更や収納什器の移動作業がなくなる

・ 管理職もオフィス内の任意の位置に

１．８ｍ １．８ｍ １．８ｍ１．８ｍ １．８ｍ １．８ｍ

三重県・本庁舎のユニバーサル・オフィス



33

４．FMのための体制
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● 全体のファシリティを統括的に企画・管理する

● 管理ないし経営企画系に密接な関係を保つ

● インフラストラクチャーとして（人事・情報）と連携する

FMの主要業務（初期）

■ ファシリティ・データベースを整備する

■ ファシリティ標準・規定を設定する

■ 拠点の統廃合の戦略・計画を主査する

FM体制の要件
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＋

既存４棟 新規

全ファシリティを総括的に長期的に
戦略的に評価し、価値の低い施設を
利活用・処分する

リストラ→空スペース

右肩上がりの施設拡張・拡大 右肩下がりのリストラ対応

１ ２３ ４５
施設価値優先度

施設単位の個別対応が主体

拡大経営 効率経営

経営の改革に対応するFM体制
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経　営　　　　　

利用する人

顧　客

戦　略・計　画

評　
価　
　　
　　

　　

ファシリティ　

運　営　維　持

プロ
ジェ
クト

  管
  理
　　
　　
　　
　

 

事業部

FM部門は経営者の施設資産
の所有責任を代行する

・戦略・計画の一元化
・目標管理（評価）の一元化

・財務と連帯
・IT・人事・総務と連帯

事業部門は施設を利用して
事業目的・目標を達成する

FM部門は利用者が必要とす
る施設を提供し満足と生産性
の向上に寄与する

経営者

FM役員

FM責任者

運営維持計画担当 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

サービス
提供者

サービス
提供者

サービス
提供者

FMの機能と組織のあり方
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首 長

上部幹部

FM統括者

運営維持計画担当 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

営繕課
建築課

管財課
財管課
入居部課

首 長

上部幹部

FM統括者

運営維持計画担当 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

自治体のFM体制

三重県 営繕課を総務部に移管し管財課と統合、更に学校建築を含め
（H13） 計画機能を拡充
青森県 財政、財産管理、営繕部門を総務部門に集約した時限組織を
（H14) 調査研究で提言
（H16) ファシリティマネジメント導入に向けた取組の開始
東京都 営繕部と庁舎管理部を統合し「建築保全部」とし、一元的施設保全を目指す
（H15)
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三重県・管財営繕課の組織

平成１２年度

総務Ｇ

庁舎・財産管理Ｇ

営繕企画Ｇ

庁舎整備Ｇ

建築営繕Ｇ

建築電気Ｇ

建築設備Ｇ

教育委員会総務課

平成１３年度

総務Ｇ

工事契約Ｇ

庁舎運用サービスＧ

ファシリティ計画Ｇ

建築企画Ｇ

一般建築Ｇ

学校建築Ｇ

電気設備Ｇ

機械設備Ｇ

戻る
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青森県・施設経営組織の構築策(H14）

• 最も重要な施策として、維持管理、整備、財産管理、運
用を一元的に統括する３年間を目途とした時限組織を
設置し、施設経営体系を構築する。

財政、財産管理、営繕部門を集約する

・ 施設整備に関する予算編成の権限と責任を分与し、調
整権限のもとに全庁的な経営組織として機能させる。

総務部にＦＭ推進の時限的組織を設置する

保全規程等により、調整権限を総務部長が有する
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全身の基礎データ
身長・体重・血圧
視力・問診等

定期検査
人間ドック

精密検査 手術
投薬治療

 ファシリティコスト 施設面積 施設資産 

戦 

略 

的 

 

・ 立地の変更 

・ 所有形態の変更 

・ 分散施設の統合 

・ ライフサ イクルコス ト

（LCC） 

・ アウトソ-シング 

・ 課金制度 

 

 

・ 面積標準 

・ スペ-ス配分 

・ テレワ-ク 

・ ユニバ-サル 

  レイアウト 

・ 紙退治 （IT 化

とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ） 

 

 

・ 投資評価 

・ プロジェクト管理 

・ ポ-トフォリオ管理 
用途変更 

遊休施設活用・売却 

売却＆賃借化 

証券化・PF I 

・ 建替え→改修 

 

運
営
維
持 

 

・ 賃借料・共益費 

  の交渉 

・ 運営維持費 
  水道光熱費・保守費・ 
  運営管理費・清掃費等 

 

・ 利用度管理 

  空き机 

  会議・応接室 

・ 変更管理 

 

・ 予知・予防保全 

・ 計画的修繕・改修 

・ 資産の変更管理 

・ 敷金・保証金 

 
 

 

 ファシリティコスト 施設面積 施設資産 

戦 

略 

的 

 

・ 立地の変更 

・ 所有形態の変更 

・ 分散施設の統合 

・ ライフサ イクルコス ト

（LCC） 

・ アウトソ-シング 

・ 課金制度 

 

 

・ 面積標準 

・ スペ-ス配分 

・ テレワ-ク 

・ ユニバ-サル 

  レイアウト 

・ 紙退治 （ IT 化

とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ）  

 

 

・ 投資評価 

・ プロジェクト管理 

・ ポ-トフォリオ管理 
用途変更 

遊休施設活用・売却 

売却＆賃借化 

証券化・PFI 

・ 建替え→改修 

 

運
営
維
持 

 

・ 賃借料・共益費 

  の交渉 

・ 運営維持費 
  水道光熱費・保守費・ 
  運営管理費・清掃費等 

 

・ 利用度管理 

  空き机 

  会議・応接室 

・ 変更管理 

 

・ 予知・予防保全 

・ 計画的修繕・改修 

・ 資産の変更管理 

・ 敷金・保証金 

 
 

 

事業所名契約面積 契約面積 X X年度 賃料 預託金 賃料 共益費 X X年度 周辺駐車 周辺駐車料 駐車場
（坪） （ m2 ） 人数 年額 月数 敷金 年額 売上額(万) 台数 年額 敷金

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1 0
1 1
1 2
1 3
1 4
1 5
1 6
1 7
1 8
1 9
2 0
2 1
2 2
2 3
2 4
2 5
2 6
2 7
2 8
2 9
3 0
3 1
3 2
3 3
3 4
3 5

3 6
3 7
3 8
3 9
4 0
4 1
4 2
4 3
4 4
4 5
4 6

合計

事業所 人 数 延床面積 有効面積 1人当面 積 ﾌｧｼﾘﾃｨ ｺｽﾄ 売上高 事業所 人 数 契約面積有効面積 1人当面積 ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ
人数 ㎡ ㎡ 有効㎡ 百万円／年 百万円／年 人数 ㎡ ㎡ 有効㎡ 百万円／年

本社

合計
支店・営業所

合計

総計

自社所有 賃借

全体のFM基礎データ
台帳・Ｆコスト・
面積・資産

MM市・小中学校・建物別のFCI順位

0%

5%

1 0%

1 5%

2 0%

2 5%

旧
桜
小
・西
校

第
１
中
・西
校

境
南
小
・給
食

第
５
中
・南
校

第
１
中
・西
増

第
５
中
・北
校

本
宿
小
・体
育

第
３
小
・校
舎

第
３
小
・北
校

第
１
小
・校
舎

第
５
中
・北
増

井
頭
小
・校
舎

第
２
小
・西
校

第
６
中
・西
校

第
１
小
・体
育

第
４
小
・校
舎

第
２
小
・東
校

第
５
小
・北
校

第
３
中
・校
舎

境
南
小
・東
校

第
５
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マクロ分析
ＭＮ評価・課題

スペース評価
利用度・ﾚｲｱｳﾄ・満足度

Ｆコスト評価
賃料･光熱水費・委託費

施設資産評価
内部価値･利用度・外部価値

建物設備評価
劣化診断･機能診断

詳細分析
現状調査・ＢＭ

戦略施策
日常管理

組織の健康状態はFM基礎データから
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国土交通省のストックマネジメント指針に基づき、全国自治体や国土交通省が共同で利用するシ
ステムを検討（2005年3月稼動予定）

導入目的） ●各法人施設の基本台帳（施設、設備）および図面情報の整備

●工事履歴やコストなど保全情報の蓄積（計画保全のための基礎データ集約）

●光熱用水費や維持費の集約と分析（コスト削減）

●上記各データの全国レベルでのベンチマーキング実施

●各法人単位でのIT導入および運用コストの削減

●データーバックアップ

●セキュリティ管理

●サーバー運用管理

安全かつ信頼性の高いデータ管理

3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

A自治体

日常活用

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

日常活用

C自治体

日常活用

B自治体

日常活用

3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

建築保全情報センター

官庁営繕 保全センター

各整備局

全国自治体・法人の連携システムを構築

全国自治体共同利用システム （@PropertyのASP)
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４．日本のFMの課題
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● ファシリティは経営資源
・機能組織として経営・統治を支援

・施設運営費は変動費として徹底削減

・保有資産は有効活用/不要資産は処分

● ファシリティを統括
・ＦＭ部門は経営者を代行する
・事業部は使用者

● FM戦略展開で経営貢献
・経営戦略を支援するＦＭ戦略

・明確な目的と最悪リスク予測

・グランドデザインからの戦略策定

■ 経営体質
・コーポレートガバナンスの欠如

・明確な収益指向の不足

・土地本位制

■ 事業部制度（縦割り）
・事業部が実質的所有権を保有

■ 日本特有の戦略特性
・ビジョン・戦略が共有されない

・不明確な目的・目標＆評価

・帰納的・限定的な戦略策定

・情報データ不足

日本での FM の課題

本質的FM FMの阻害条件
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IMD ２０００ ４７国中ランキング

インフラストラクチャー 21
企業向け電力コスト 47
オフィス賃料 45

企業経営 24
起業家精神 47
企業設立 47
株主価値創造 45

科学技術 2
青少年の科学技術 39
IT技術 34

人的資源 20
競争力の為の大学教育 47
雇用見通し 43
機会均等 39

国内経済 6
生活コスト 46
政府最終消費 45

国際化 27
サービス収支 47
出入国管理法 47
観光収入 46

政府 22
財政運営 46
国内債務 45
資産課税 43

金融 22
株主の権利と責任 44
財務能力 43

赤字はFM関連項目

参照： 文芸春秋 2000年６月 臨時増刊号 ３１頁

日本の国際競争力 弱味 ２０項目
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● ファシリティは経営資源
・機能組織として経営・統治を支援

・施設運営費は変動費として徹底削減

・保有資産は有効活用/不要資産は処分

● ファシリティを統括
・ＦＭ部門は経営者を代行する
・事業部は使用者

● FM戦略展開で経営貢献
・経営戦略を支援するＦＭ戦略

・明確な目的と最悪リスク予測

・グランドデザインからの戦略策定

■ 経営体質
・コーポレートガバナンスの欠如

・明確な収益指向の不足

・土地本位制

■ 事業部制度（縦割り）
・事業部が実質的所有権を保有

■ 日本特有の戦略特性
・ビジョン・戦略が共有されない

・不明確な目的・目標＆評価

・帰納的・限定的な戦略策定

・情報データ不足

日本での FM の課題

本質的FM FMの阻害条件
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＋

既存４棟 新規

全ファシリティを総括的に長期的に
戦略的に評価し、価値の低い施設を
利活用・処分する

リストラ→空スペース

右肩上がりの施設拡張・拡大 右肩下がりのリストラ対応

１ ２３ ４５
施設価値優先度

施設単位の個別対応が主体

拡大経営 効率経営

経営の改革に対応するFM体制
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事業別縦割り組織が施設管理

・施設の過不足に対し調整不全
・FM能力不足によるコストアップ
・コアビジネスの生産性低下

FM不在の弊害

N

機
能
別
組
織

事業別組織

研究開発

購買

物流

財務

FM

人事・総務

情報システム

AA BB CC DD EE FF

機
能
別
組
織
（
管
理
会
計
）

事業別組織（財務会計）

研究開発

購買

物流

財務

FM

人事・総務

情報システム

AA BB CC DD EE FF経営者

ビ
ジ
ネ
ス
・イ
ン
フ
ラ

機
能
別
組
織

事業別組織

研究開発

購買

物流

財務

FM

人事・総務

情報システム

AA BB CC DD EE FF

機
能
別
組
織

事業別組織

研究開発

購買

物流

財務

FM

人事・総務

情報システム

AA BB CC DD EE FF

機
能
別
組
織
（
管
理
会
計
）

事業別組織（財務会計）

研究開発

購買

物流

財務

FM

人事・総務

情報システム

AA BB CC DD EE FF経営者経営者

ビ
ジ
ネ
ス
・イ
ン
フ
ラ

日本人は「横並び」がお好き

しかし「横ＸＸ」はお嫌い

横着

横柄

邪（よこしま）

横串

横槍

横車を押す

横から口を出す

横流し

横取り

横恋慕

横殴りの雨
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● ファシリティは経営資源
・機能組織として経営・統治を支援

・施設運営費は変動費として徹底削減

・保有資産は有効活用/不要資産は処分

● ファシリティを統括
・ＦＭ部門は経営者を代行する
・事業部は使用者

● FM戦略展開で経営貢献
・経営戦略を支援するＦＭ戦略

・明確な目的と最悪リスク予測

・グランドデザインからの戦略策定

■ 経営体質
・コーポレートガバナンスの欠如

・明確な収益指向の不足

・土地本位制

■ 事業部制度（縦割り）
・事業部が実質的所有権を保有

■ 日本特有の戦略特性
・ビジョン・戦略が共有されない

・不明確な目的・目標＆評価

・帰納的・限定的な戦略策定

・情報データ不足

日本での FM の課題

本質的FM FMの阻害条件
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経営理念

ミッション

戦略意図

ビジョン

戦略領域

ドメイン
経営目標 経営課題 経営施策

機能別戦略

経営計画

組織の使命

内部要因
分析

事業別戦略

市場・顧客

競争状況
社会・文化
政治・行政
法律・規制

研究・開発

生産
営業
サービス
財務
人事
情報

FM

外部要因
分析

経営資源

機能・組織

経営活動

経営評価

経営者の夢

経営戦略

生存領域

・顧客・産業

・技術・製品

TQM／財務・品質・供給
BSC／財務・内部プロセス・

顧客・改革学習

経営目的

経営戦略・計画のプロセス

組織の戦略とは、外部環境の生みだす機会やリスクに適合するために
資源を蓄積・展開することである 「失敗の本質」 344頁
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戦略策定
経営目的

経営戦略・計画のプロセス

戦略展開

戦略領域
ドメイン

・顧客・産業
・技術・製品

経営評価

財務・品質
供給

内部資源

経営資源
（人/物/金）/
パートナー

技術（H&S)
組織文化*

中長期
実行計画

損益/資産/CF
人員/施設
等々

経営理念
ミッション

創始者の志
使命・思い
社会貢献

経営目的
ビジョン

経営者の
夢・願い

経営目標

財務・品質
供給

経営課題

戦略施策

戦略使命
資源展開
リスク評価

外部環境

顧客・市場
競争・技術
社会・文化
政治・法律

組織学習

組織的能力
社員能力開発
社員満足
職場環境

＊組織文化とは、組織の成

員が共有する規範的な行
動様式の体系

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
計画

運営維持

事業別
戦略

AAA

事業別
戦略

AAA

事業別
戦略

AAA

機能別
戦略

財務
人事
情報

FM等

計画・実施
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経営戦略の成功のポイント
経営目的： 単純なこと

□ 多重目的でないか

□ 組織存続が目的化していないか

□ 手段が目的化していないか

経営目標： 目標はコミットメント

□ 目標が願望化していないか

外部環境： 最悪の事態を想定すること

□ 最悪の事態は起きないと希望的に考えていないか

戦略策定： 目的・目標達成のための重点施策 （長期・演繹的なグランドデザイン）

□ 短期的総花的に考えてないか

□ 帰納的（出来ることから）に着手していないか

□ 過去の成功体験にとらわれていないか

戦略実施（内部資源の展開）： 統括的に一気に

□ 小出しに展開していないか

□ 個別に展開していないか

□ 経営資源をデータとして冷静に把握しているか

経営評価： 成果による信賞必罰

□ プロセスや態度を重視した評価でないか
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第二次大戦の失敗から学ぶ

昭和１７年６月５日 （１９４２年）

日本軍の戦略目的（二重目的）
ミッドウェー島を攻略し、
攻略時出現あるべき敵空母部隊を撃滅する
米軍の戦略目的
日本の空母の撃滅に集中し
「空母以外には手を出すな」

ミッドウェー作戦

太平洋戦争の開始：真珠湾攻撃

昭和１６年１２月８日 （１９４１年）
米国太平洋艦隊を殲滅
ただし、米空母は不在により健在

野中 郁次郎等 共著
１９８４年初版
中公文庫

野中 郁次郎等 共著
１９８４年初版
中公文庫
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ビデオ上映

山本五十六と連合艦隊より
（文芸春秋）

ミッドウェイ海戦
約１０分
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施設の統括管理体制
・統括的ないし部局管理は少ない 統括的 ２.５％、 部局毎 ８.９％
・大多数は個別管理状態にある 室課毎 ４４％、 施設別管理 ４２％

施設の利用状況の把握
・統括的ないし部局毎の把握は少ない 統括的 １２．１％、 部局毎 ９．３％

・大多数は個別か、把握していない 室課毎 ６６％、 把握せず ９％

施設運営費の把握
・統括的ないし組織毎の把握は少ない 統括的 ４．３％、 組織毎 １５．３％

・大多数は個別か、把握していない 個別 ７１％、 把握せず ６％

長期修繕費用の把握
・統括的ないし部局毎の把握は希 統括的 ４．６％、 部局毎 ５．３％

・半数以上は把握していない 施設毎 ２７％、 把握せず ５５％

自治体施設・調査のまとめ
２００４ 公共・公益施設に関する調査（JFMA)
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官　公　庁
　　　

　（首　長）

職　員

生　活　者
（住　民）

戦　略・計　画

評　
価　
　　
　　
　

　

ファシリティ　

運　営　維　持

プロ
ジェ
クト

  管
  理
　　
　　
　　
　

 

納　税　者
（住　民）

自治体のファシリティマネジメントの現状

・ 全施設群が定量的に総括されていない
・ ＦＭデータ（施設・面積・コスト等）が纏まっていない

現状が
見えない

課題が
判らない

戦略を
持てない

面積
コスト
施設資産
利用度

満足/不満足

満足/不満足

過不足
削減余地
資産価値
過不足

士気/生産性

サービス

行財政改革

市町村合併

電子自治体

住民に説明できない
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６．知識社会とＦＭ
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工業社会から知識社会へ

ピーター・Ｆ・ドラッカーの描く「ネクスト・ソサエティ」

工業社会

蒸気機関の実用化
（1770年半ば James Watts）

鉄道の発明
（1829年）

人が移動能力を持ち
心理的距離を近づけた

工場が中心的な生産の場
株式会社、労働組合、工科大学、新聞
近代公務員制度、近代企業、商業銀行、
女性職業の誕生

知識社会

コンピュータの出現
1940年半ば

インターネット
（1993年 米国ゴア副大統領）

人がｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を持ち、
心理的距離を無くした

eコマースがビジネスの中心
経済、市場、産業構造を根底から変える
製品、サービス、流通、消費者、消費行動、
労働市場
社会、政治、世界観が変わる
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工業社会と知識社会 ： 人

人、物、資金が経営資源

企業が主人、社員は使用人

社員は企業に帰属する

システム化による生産性向上

企業の寿命＞終身雇用（60歳）

企業レベルのビジョンと戦略

工業社会

知識（人）が経営資源

知識ワーカは企業と同格

知識ワーカは専門領域に帰属する

継続的自己学習による知識の向上

企業の寿命＜勤労可能年数（80歳）

個人レベルのビジョンと戦略

知識社会

専門領域
財務
IT
人的ネットワーク
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フルタイム正

社員

フルタイム正

社員

アウトソーシ

ング

アウトソーシ

ング

コンサル・嘱

託

コンサル・嘱

託

工業社会 知識社会

働く人

職場

職場

他の職場

他の職場

公共ス
ペース

公共ス

ペース

ＳＯＨＯ

ＳＯＨＯ

工業社会 知識社会

働く場

感覚グラフ：寸法なし

工業社会から知識社会：働く人と場の変化

PG９
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CIRMの目的：ナレッジ・ワークプレィス

勤務形態の多様化
• フルタイム／パートタイム
• ワークシェアリング
• 在宅勤務
• モバイルワーク
・ コンサルタント
・ アウトソーサー等

Space

オフィス形態の
多様化

• チームスペース
• シェアードオフィス

•ゲストスペース
• テレワーク

• ビジネスセンター
• ホームオフィス
•ユニバーサル

レイアウト
•島型対向

Technology

ITの多様化

• E-メール
• 多機能携帯電話
• 無線LAN
• ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ
• 動画
• GPS
• その他

ナレッジワークプレイス

Life

People

自己実現

豊かなライフバランス
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マズローの段階説とナレッジ・ワークプレィス

生理的欲求

安全の欲求

帰属の欲求

尊敬の欲求

自己
実現

関
係
志
向

生
存
志
向

成
長
志
向

自律性

オフィス形態の
多様化

ITの多様化

Space Technology

ナレッジ
ワークプレイス

Life

People

SpaceSpace TechnologyTechnology

ナレッジ
ワークプレイス

LifeQuality
Life

PeoplePeople

自己実現自己実現自己実現

勤務形態の
多様化
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部 長

課 長

主任 係員

係 長

主任 係員

主任 係員

主任 係員

係 長

主任 係員

主任

部 長

課 長

主任 係員

係 長

主任 係員

主任 係員

主任 係員

係 長

主任 係員

主任生理的欲求

安全の欲求

帰属の欲求

尊敬の欲求

自己
実現

関
係
志
向

生
存
志
向

成
長
志
向

日本の島型対向式オフィスは
自律性を求める知識社会には不向き

マズローの段階説と島型対向オフィス

日本の島型対向式オフィスは管理・命令向き
会社・事業部・課・係への帰属の欲求と
年功序列の昇進による地位への尊敬を満たす。
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200X1990

FMの目的

主な役割

目標の
優先度

工業社会

成長を支援

施設を確保

供給（増）
品質
財務

改革期間

経営改革
を支援

施設のスリム化
（ｺｽﾄ低減、資産ｽﾘﾑ化）

財務
供給（減）
品質

知識社会

付加価値経営
を支援

知的生産性に貢献する

ﾜｰｸﾌﾟﾚｲｽの提供

品質
財務
供給（多様）

変化する経営に貢献するFM

N
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何がおきるか判らない知識社会では

組織・個人共に、ビジョンと戦略性が益々大切

技術革新の早い知識社会では知識はすぐ陳腐化する

自己学習を継続する組織・個人だけが生残る



68

経営改革とＦＭの相互作用

FMは改革を促進し、経営改革はＦＭを変える

ファシリティの「形」を変えると
意識が変わる

・施設総量抑制 ・運営費削減
・施設資産縮減 ・施設投資抑制

・LCC最小化

・意思決定
縦割り→統括

・組織
管理型→目標志向型

We need Facility Management, ..........we don’t need Facilities. 
Dr. John Hinks

意識改革 財政改革

ＦＭ

業務改革 組織改革

・IT／ペーパーレス
・コミュニケーション
・いつでもどこでも
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１８５３
ペリ－黒船

１９４１
太平洋戦争
開戦

１９４５
太平洋戦争
敗戦

１９９０
バブルの崩壊

鎖国 工業化（富国強兵） 工業化（産業立国） 情報化・グロ－バル化・
少子化（知識社会へ）

１８６８
明治維新

１９５５
戦後は終わった

２００５

再躍進
シナリオ

再 生
シナリオ

没 落
シナリオ

知識社会への歴史的転換
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二度あることは三度ある
明治維新
第二次大戦後の奇跡の復興
知識社会のチャンピオンを目指して

過去の失敗を繰返さない
「失敗の本質」
土地本位資本主義から株式資本主義へ
官主主義から民主主義へ

ＦＭの普及・浸透は日本の改革のバロメータ




